




















(念書,確 約書,覚 書,往 復書簡,環 境保全協定,等 の類似の ものを含 む。以下,協 定 と略す
ことがある。)は,公害 ・環境法が未整備であった1964年に横浜市が苦肉の策 として創造 した
政策手段である。1968年に東京都 と東京電力の問で締結された後,公 害防止協定は急速に全
国に広 まった。 しか し,1970年以降,法 整備が進み,地 方 自治体 に多 くの権限が委譲 された
以後 もその数は増 し,最近でも毎年2000件程度が新たに締結 され,そ の総数は3万件を越えて
いるとされる(図1)。1こ の増加の理由としては,地 域の状況にあったきめの細かい対策が
とれること,企 業立地に対する住民の同意 を得やす くすること,等 が これ まで挙 げられてき
た。
ところで,国 は,財 政面では補助金等を地方に交付する立場 にあ り,その他の行政事務の面
でも自治体を指導する立場にあって,制 度的に自治体 よりも強い立場にあるといえ,ま た,そ
のことを背景に必ず しも制度的な裏付 けのない場面でも,自 治体 を自らの意向に従わせ ること
は可能であると考 えられる。2それゆえ,協 定がここまで広範に活用 されてきたことは,国 が
協定に対 して肯定的な態度 をとってきたことを予想 させるが,国 が協定をどのように扱 ってき
たかに焦点をあてた研究はこれまでなかった。本研究は,文献調査,聞 き取 り調査を基 に,こ
の点 を解明することを目的とする。また,本研究は,地 方政府 と中央政府の環境政策の関連 を






2国 と地方の関係について北村(1999)は,自治体行政はこれまで 「国からの"指 示待ち"状 態」であった,
としている。
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研 究の一 環で もあ る。3
2.調 査 の 方 法
本研究では,松 野(1997a,b),松野 ・植田(1997)で得た知見等 を活用 しつつ,文 献調査 と
聞 き取 り調査 を行い,国 の公害防止協定に対する態度を調べ た。
文献調査 では,主 に,新 聞記事,雑 誌記事,書 籍,国 の官庁が地方自治体にあてた通達,を 調
べ た。 とくに通達 を調べた理由は2つある。1つは,通達では,法 律や省政令それ自身には記
述のない,法 や省政令の制定 ・改定についての背景や省庁の意図,今 後の予定などについて省
庁 自身が公式な説明を行 ってお りそれ自身興味深いことである。2つめは,通 達は観察が容易
でかつ公的であるがゆえに重要な国から自治体への意思伝達の手段であ り,国の姿勢の自治体
行政への影響に関する研究であるところの本研究に適する資料であることである。
まず新聞については,1960年～1995年分はCD-ROM版の 『戦後50年朝 日新聞見出 しデータ
ベース』(朝日新聞社 ニューメディア本部編)を ,ま た,1985年～1999年分は,パ ソコンネッ
ト 『ニフティサーブ(現 アット・ニフティ)』上で提供されている 『朝 日新聞記事データベー
ス/G-Search』を利用 し,「公害」 と 「協定」,「環境」 と 「協定」,「公害防止協定」,「横浜方
式」,「公害」や 「環境」と電力や鉄鋼の企業名,を キーワー ドとして検索 した。検索に該当 し,
実際に公害防止協定 に関連する記事 と思われた450件の記事の内容 を調べた。4雑 誌記事に
ついては,国 立国会図書館参考書誌部監修 『雑誌記事索引』の各版や,他の書籍 ・雑誌に言及






て出 した通達全 て,お よび,基 本行政通達編集委員会編(1974)所収の通産省が工業立地法お
3筆者らは,火力発電所や高炉一貫製鉄所といった大規模な発生源における硫黄酸化物の排出について,協定





社 ・名古屋本社 ・西部本社発行の記事,18都道府県の地方版の記事であり朝 日新聞朝夕刊のほとんど全ての記
事といえる。
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よび工業再配置促進法に関係 して地方自治体等 に出した通達,等 を検討 した。
聞 き取 り調査は,国の官庁および地方自治体等 に対 して行 った。国の官庁 としては,環境庁,
通産省(一 部の地方通産局を含む),自治省,経 済企画庁,の 公害防止協定に関係する部局 を
対象 とした。固定発生源に関する規制を所管 してお り,特にこの問題 に関 し関係が深いと思わ
れた環境庁大気規制課については面接調査 を行い(1999,6,28),それ以外は電話による調査 を
行 った(1999,6月～7月)。5自 治体については,千 葉県環境部 を訪問 し面接調査 を行った
(1999,3,31)。また,最 初の本格的な協定の締結の時か ら長年,横 浜市で環境行政にたずさわっ
ていた猿田勝美氏に対 しても面接調査を行 った(1999,6,19)。
3.調 査 の結 果





横浜市 の公 害防止協定 を容認 し、事務次官 がこれに協力す る旨の
文書を書いた。
猿 田 勝 美
(1971)(1981)、同
氏 へ の 面 接 聴 取
(1999,6,19)
1964
『通産省 も経済企画庁 も、九月に三島 ・沼 津コン ビナー ト計 画が
住民の反対 で中止に なって、シ ョックを受 けたので、何 とか円滑
に対応 したい と苦慮 して いた。 平松守彦産 業公 害課長 は、…、横
浜市の公害 防止の要求 を電源 開発 に受 け入れ るよ う非常 に努力 し
た。そ の結 果、電源 開発 も通 産省の行政指 導に従 って 、横 浜市の
要求 を受 け入れ、公害防 止協定が締結 され 公表 されて問題 は解 決
を見た。』
橋 本 道 夫
(198E)P.76
1969
四 日市市 とコンビナー ト企業全体 との協定 を 『通産、厚生 両省 な
ども 「全国のモデルケース」 と注 目して いるとい う。』
朝 日 新 聞
1969,5,15朝刊
1969～現 在
各地の通産局が、発電所 の公害 防止協定 に立会人 として参加。 『地
元市町村 との調整が うま くい くよ うにと、電力会社か らも、都 道
府県か らも要請 があるため。』(近 畿通産局発電課)
『協定 に違背時の措置 の事項 を入れ るにあた りその担保 措置 と
して立 会人にな った と考 えられ る。紳 士協定 と考 え られ ていた よ
うだ。』(北 海道通産局発電課)







公害第1課 課長補佐 が、東京都 一東京電力 間の公害防止協 定に関




5千 葉 県へ の 面接 調 査 はFrancoisLeveque氏に 同行 す る形 を と った 。
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鉱 山課長 が、安中公害訴訟 で東邦亜鉛の故意 責任 を認め る判 決後
『地元農 民 と同社の間 で締 結 された公害防止協 定を発生源対策 と




『公害 防止協 定の締結の指導 は していない。法律 的な性格にっ い




へ の 電 話 聴 取
(1999,7,14
現在
『1970年の公 害第1課 長補佐 の発言 は今 となっては何 ともい えな
い。環境 庁がで きる前 の話で今 は所掌が かわって いる。雑 誌での
発 言は公 式見解 とはいえない。電力 につ いては資源エネ庁 に聞い
た方が よい。協 定締結の指導は していない。 』
環境立地局環境指導
室 へ の 電 話 聴 取
(1999,7,19)
現在
『1977年の通知 について。 この通知は今年は じめに廃止 され た。
これか らは通達行政 をや め るとい うことで ある。"配 慮す る"と
はプラ スでもマイナス でもな くバイアスはな い。 実務 上は配慮 事
項 と書 かれ て い るこ とは余 り大 きな意 味 を持つ こ とはな い と思
う。協 定の あるな しが再配置計 画の認 定に影 響 を与 えた とい うこ
とはない と思 う。 ただ、 このよ うに書かれ ることによって地元 の
側 が少 しで もプラスに働 くよ うにと考えて議 会で議決 した り協定








(横浜 の例)以 降、公害 防止協定の締結は、 『電源 開発調整審 議
会 で火 力発 電所 の基本計 画承認に先立って、必ず行 われ る慣行 と
なった。』
橋 本 道 夫(1988)
P.76
1969
電 調審 は地 元 と紛争の ある電源立地 を建設すべ き と答 申 しない。
『石油 工業の 立地 に際 して も石油 審議 会は 地元 の協力 も重視 す
る。 だか ら、地 元住民の 同意 を証明する 自治体 との協定は 、企 業




(私史 環境行政 の記述につ いて)『 協定を結んで いる とこ ろは多
い だろ うが 、締結 しなけれ ば電調 審 を通 らない とい うものでは な
い。公 害防止協 定は事業者 と地元が結 ぶ もので国が ど うの こ うの
とい うものでは ない。 ただ、慣例 と して事:務局め経企庁 が知事意
見 を聞 き、同意 を得 た もの を審議会 にかける ことに なっている。





電:源開発調 整審議会幹部 会にお いて、橋本道夫 公害課長が 『横 浜
市の要求にっいては厚生省公害課の立場 か ら全面的に支持す る。』
と述 べる。
橋 本 道 夫
(1988)p.75
1964
橋 本道夫公 害課 長は 『法 律や 条例に基づ くものではないが 、公 害
防止 協定 とい うのは、そ れが遵守 され る限 り適切 な方式だ と思 っ
た。』
橋 本 道 夫
(1988}P.76
1968
橋本 公害課長 は、東京都 と東 電の公 害防止協定 を 『 「自治体 と企
業 が良識 を持 って話 し合った もので 、きわめて望ま しいケースだ」
と高 く評価。』






公害 防止協定 は 『企業の進出等 による公害の未然 防止が 目的』。
1968年秋 の 『東京都 と東京電力 の間でかわ された 「公害防止 に関
す る覚書」な どを契機 として漸次各地に波及 している。』
総理府x(1970)
1971
『公害 の防止等 を 目的 と して締結 され る公害防止協 定は、未然 防
止対策の有効な手段 として各地に拡大 している。』 総理府他G97D
環境庁
1972 『昭和43年頃か ら急速 に増加 してきている。』 環境庁(1972)
1973～78
『環境 白書』で公 害防止 協定の増加理 由を4点 指摘。① 法規 を補
完で きる。② 地域社会 の地理的、社会 的状況に応 じたきめの細 か
な対策 を とれ る。③将 来の具体的対策 ・技術開発 を促進 す るこ と
がで きる。④ 企業側 か ら見て も、 立地 に際 し住民 の同意 がな い と
操業不 可能 であ る。以 下、昭和53年版 まで記述 はほぼ同 じ。昭和
49年版以降、④ の 「操業不可能」が 「操 業困難」 と修正 される。
環境庁(197;)
1978
「二酸化 窒素に係 わる環 境基準の改 定について」の 通知 で、 『貴
県(市)に おいて締結 してい る公害 防止 協定につい ては、今回 の





『環墳 白書』が指摘す る公 害防止協 定の増加 理 由が2点 に減 る。
①地域社会 の地理的 、社 会的状況 に応 じたきめの細 かな対策 をと
れ る。②企 業側か ら見 て も、立地 に際 し住 民の同意 がない と操業
が困難であ る。以 下、平成9年 版までほぼ同 じ。昭和61年版以 降、
②の 「操 業困難」 が 「企 業活動の 円滑 な実施上不可欠 な もの と意
識」 と修 正 され る。
環境庁(1979)
1990
『業種別公 害防止協定事 例集 』 を編集 出版 。 「は しがき」で環境
管理課長 は、 『 「公害 防止協定」 は法令 ・条例 による規 制等 と並
んで各地域 におけ る環境保 全上の有力 な手段 と して定着 してお り
ます。 』 と述 べる。
(編纂の趣 旨)で は、 『地方公 共団体及び企業等の協定担 当者 ・
立案者の参考に供す るよ う編纂 した ものである。』 と述べる。
協定は 当初 は未整備 の法令 を補完す る ものだ った が、整備 され
た今 も年間2000件締結 と指摘。増加 の理 由 としては同時期の環境
白書 に挙 げ られた理 由①② をあげ 、未 規制 物質や法律 で十分 な対
策 をとれない分野でなお公害防止協定が活用 されてい る、 と指 摘。
環境庁(1990)
1990
『住民や 自治体が ゴル フ場 業者 と結ん でい る環境保全協 定の締結
状況 をま とめた。』 『各都道府 県や政令指 定都市 に、ま とめた内
容 を参考 資料 として通知 し、 ゴル フ場周辺 の環境保全 を呼びか け
る。 』
朝 日 新 聞
1990,7,1`e朝刊
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「公害 防止 協定の締結 は 自治体 と企業 が任 意でや っている ととら
えてい る。規 制の導入 や強化 を行 うと き、 既存の制度 は参考 にす
るが、協定 は既に あった。 うまくまわっている もの を邪魔 す るつ 大気保全局大気規制
現在 も りは ない。 国の規制 は協 定 とは別物 である。法律 は全 国的 な最 課 へ の 面 接 穂 取
低限の保証 になってお り、必要である。』 (1999,6,2!)
i(総量規制 目的の公害 防止協定 もあ るようだが)国 は協定での
解決は指導 していない。』
『協定 の法的解釈 につ いては、 どの説 とい う立場 にないし、 どの説
か に決 めた とい う話 も聞かない。私人 間の契約 とも、紳 士協定 と
現在
もいえるか も しれ ないが、解釈 を迫 られ る場 面はない。規 制措置
で あるとの言い方 は してないだ ろ う。協 定締 結の指導 は していな
い。』
(業種別 公害防止協 定事 例集の出版 につ いて)『 プ ラスの政策
企 画調整 局環境 管理
課 へ の 電 話 聴 取
(1999,7,1,7,5)
と認め ているか ら情報提 供、いいか えれ ば技術 的協力 をお こなっ
て い る の で あ る 。 』
(上記の1990年の通知 にっいて)『 協定締結 を指導 ・推奨 してい
るとい うこ とでは ない だろ う。 参考 に して ください とい うこ とで 水質保全局土壌農薬
現在 あ る。 情報提 供を して 自治 体の判断 に任せて いるのであ る。住 民 課 へ の 電 話 聴 取




公 害対 策要綱 を発 表 し 『公害 の未然 防止 を強化す るために企業 立
地の際 には 、地方 公共団体 は、企業 との間に必ず公害 防止 協定 を







大 臣官房 企画室課長 補佐が 「地方公 共団体の公害防止 対策につ い
て」とい う雑誌論文 の中で 、上記要綱 を解説。4回 連載の1回(連
載第3回)全 部を公 害防止協定 に当てる。
その連載 第3回 の中で、 『公害防止協 定は、今後 も、 さらに普
及 するであ ろ うし、その よ りよい普及 は国 として も助長促 進す る
必 要が あると思 われ る。』 とす る。また、今 後のあ り方 につ いて、
協 定の 内容 は 『公 法上の契約 と して 明確 で具体的な ものにす る必
要 があろ う。』 と述 べている。
連載第2回 では 、 『公 法上の契約 と して権利 義務 を発生 させ る
もので ある ことを明 らかに し、事業者 に企 業立地等の際 に協定締
結 を義務付 けるた め、条例にその根拠 を規 定すべ きで あろ う。 』
と述べてい る。




大 臣官房 地域政策室 が 『公害防止条例協 定集 』を編集(環 境 庁企
画謝整 局環 境管理課 と共編)。 官房長が 『公 害対策に携 わる公 務
員 の方 々は もとよ り、関係企業 にとって も必 須の参考資料 か と思
い 、ここに推薦 の筆 をとった次第です。』 と述べる。
自 治 省 ・環 境 庁
(1971)
1974
上記条例協 定集 の は しがきで、大臣官房地域 政策課長が 『特にそ
れ ぞれ の地 域の実情 に応 じご苦心 された結果 、地方公共団体 とし
て とられ た具体的 な対応 策の一つで ある公害 防止 協定 を収録 して
い る。』 と述 べる。
自 治 省 ・ 環 境 庁
(1971)
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上記 条例協定集 のは しが きで、大臣官房地域政策 室長が 『地方公
共 団体は もちろん、一般市 民 ・事業者その他 の関係 者に よって本
書 が活用 され、…れば幸甚 とす るところである。』 と述ぺ る。
上記 条例協定集 の協定編 の解説 で、 『公害防止 協定 とは …相互
の合 意形成 によ り取 り決 めたものをい う。』 と述 べ る。また 、横
1990
浜の協定 を契機 に 『公害防止協 定が法律、条例 と並び、それ ぞれ
の地域にお ける環 境保 全 、公害 防止のため の有力 な手段 と して広
く普 及 してい くこ ととな った。』 と述べ る。 また 『法律的性格 に
自 治 省 ・ 環 境 庁
(1971)
つ いては議論 のあ るところであるが、判例 の動 向は、公害防止協
定を当 事者間 の合 意に基づ く契約 としてそ の法 的拘 束力 を認 める
傾 向1にあ る よ う で あ る 。 』 、 『本 来 、 非 権 力 的 な も の で あ る と 考
え られ る公害 防止 協定 も実際 の場面におい ては、少 なか らず ある
程度 の拘束力 を備えている と考 えられ よ う。』 な どとしてい る。
特 に重要な点は以下である。
通産省は,1964年,横浜市の要求を容れ,電 源開発株式会社を指導 して同市 との公害防止
協定を締結 させた。この協定は,最 初の本格的な協定 として知 られるが,横 浜市の主な交渉相
手は,電 源開発 という企業ではなく国の機関である通産省であり,自治体 と地元の企業の問で
交渉 され締結されるとい う典型的な協定ではなかったのである。 また,協 定が全国に普及する
きっかけとなったとされる1968年の東京都 と東京電力の協定についても通産省公害第1課課長
補佐 は 「当事者が同意する以上はそれでいいのではないで しょうか」と容認 している。さらに,
近畿通産局(当 時は大阪通産局)は1969年以降,北 海道通産局 は1972年以降,火 力発電所の
協定に立会人として参加 し,局長が協定書に署名 している。国の機関が,公 害防止協定に参加
するのはきわめて珍 しい。特に,近 畿通産局では最近でも例がある。 また同省 は1977年には,
公文書である工業再配置制度 に関する通知の中で,公 害防止協定 を立地指導 に関する"配 慮事
項"と して明示的に挙げている。1982年には,公 害訴訟の被告 である企業 と地元農民が締結
する公害防止協定を積極的に評価 し協力するという確認書 に鉱山課長が署名 した。現在(1999
年6～7月),同省の各部署では筆者の問い合わせに対 し,公害防止協定を締結するような指導
はしてお らず,ま た,協 定の締結 を肯定 も否定 もしていない旨回答する。
厚生省 は,1971年に環境庁が発足す るまで公害対策 を担 う主 たる官庁であったが,1964年
には,協 定締結 を求める横浜市 を強 く支持 し,68年の東京都一東京電力の協定 も高 く評価 し
た。
総理府等による昭和46年版公害白書は,協 定 を公害未然防止に有効 な手段 と評価 した。
環境 庁は,毎 年の環境白書に協定の締結状況を記載 し,また協定数の増加の理由を考察 して
いる。1990年には,公 害防止協定 を所管する環境管理課が 自治体 ・企業の関係者の参考に供
するとして協定の事例集を編み,そ の中で協定を,法 令 ・条例による規制等 と並んで各地域に
おける環境保全上の有力 な手段,と 位置づけた。また,同 じ1990年には土壌農薬課が,住 民
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や 自治体がゴルフ場業者 と結んでいる環境保全協定(公 害防止協定の一種,筆 者)の 締結状況
をまとめ,都 道府県等に参考資料 として通知 した。現在,同 庁の各部署で も,締結するよう指
導 してはいない,と いうが,大 気規制課では 「うまくまわっているものを邪魔するつ もりはな
い」 といい,環 境管理課でも 「プラスの政策」であることを認めている。
自治省は,1970年に発表 した公害対策要綱の中で,「企業立地の際には,地 方公共団体 は,
企業 との間に必ず公害防止協定を締結するよう指導す ることとし,このために自治省において
公害防止協定のモデルを作成する。」 とした。また,こ の要綱を大臣官房企画室課長補佐が解
説す る論文で,協 定の 「よりよい普及は国として も助長促進する必要があると思われる。」「事
業者 に企業立地等の際に協定締結 を義務付けるため,条 例にその根拠を規定すべ きであろう。」
と述べている。ただ し,そ の後す ぐ1971年には環境庁が設置 されたこともあ り,自 治省が協
定のモデルを作成 したという記録は見つかっていない。 また,1971年には公務員 ・企業関係
者の参考に供す るためとして環境庁の協定集よ り約20年早 く公害防止条例協定集を編 んでい
る(後 に環境庁 と共編)。この条例協定集は加除式で今 も新 しい協定が追録されている。
4.歴 史的 考 察 お よび 結 論
日本の中央政府の公害問題 に対する姿勢は1970年7月末の中央公害対策本部の発足を境に大
きく転換 した。それ以前は公害容認的な姿勢であったが,そ れ以後 は公害規制的な姿勢に変わ
ったのである。6し か し,通産省が,も ちろん当初 は前例 のないこととしてかな りの難色 を
示 していたものの,最 終的には横浜市の要求を容れたことは,若 干の変化はすでに1964年と
い う早い時点で起 きていたことを示すものである。橋本(1988)がこの原因を三島 ・沼津にお
ける コンビナー ト計画の中止(1964年9月),および,四 日市地域 における産業公害調査団
(いわゆる黒川調査団)の 報告書(1964年4月)が大気汚染 と健康被害の因果関係を認める研
究を取 り上げたこと,と 関連づけることは説得的である。
通産省が容認 し,厚生省が強い支持 を与 えはした ものの,以 後1967年までは横浜市でい く
つかの協定が追加的に締結 されはしたが,全 国的な普及は起こらなかった。これには,公 害の
状況が60年代後半に向かって深刻化 していったことや,横 浜市の最初の協定が土地の売買契
約に絡ませた特異的な形態の ものであったということとともに,横 浜市の協定の画期的な性格
が少 なくとも一般には直 ぐには理解がなされなかったことが関係 していると思われる。今でこ
そ 「横浜方式」 とは認知度の極めて高いものであるが,同 市の最初の協定の締結についての報
道は朝 日新聞では比較的小 さな記事がわずかに一件であった。これに対 し1968年の東京都 と
6こ の 転 換 に つ い て は松 野(1996)で詳 し く述 べ た 。
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東京電力の協定については,美 濃部都知事が公開質問状の形で協定の締結を申し入れたことも
あh,協 定 に関す る特集記事が組 まれるほどに報道 の質 も深 まり,量 も多 くなってい る。7
また,そ うした記事の中に,厚 生省や通産省が協定 を肯定的に評価する旨の記述があれば,地
方自治体関係者にとっては協定の締結に取 り組みやすかったであろうと考えられる。協定の数
が1968年以降に激増するのは,こ うした事情 により協定 に対する認知度が高まったことも一
因であると考えられる。
通産省や厚生省の容認や支持,肯定的評価よ りも更に一歩踏み込んで協定 をとりあげたのが,
1970年の自治省の公害対策要綱 とそれに関する解説論文である。要綱が 「企業立地の際 には,
地方公共団体は,企 業 との間に必ず公害防止協定を締結するよう指導する」 といい,解 説論文
が 「よりよい普及は国 として も助長促進する必要があると思われる。」 といっている。実際に
どうであったかは実証的検証 を必要とすることではあるが,こ れらが,地 方公務員向けの雑誌
『地方財務』に掲載 された時,自 治体は協定を締結 してもよいばか りでな く,締結すべ きであ





国は,先 の自治省の例 も含め,協 定 を公的に肯定評価 している。81971年度版の 『公害 白書』
は,協 定 を公害の 「未然防止対策の有効な手段」 としているし,自治省が 『公害防止条例協定
集』を編んだの も1971年である。
この時期以後1990年頃までは,協 定に対する国の新たな態度表明はみられなかったが,『環
境 白書』が,価 値判断を伴 うような表現は使わないものの,協 定の状況 を分析する一節を毎年
継続的に掲載 していること自身が,暗 示的な肯定であると受け止めることができよう。
国が久 しぶ りに明示的に協定の締結に態度 を表 したのは1990年である。 この年,環 境庁は
『業種別公害防止協定事例集』 を編集出版 し,ま た,ゴ ル フ場 関係の環境保全協定の締結状況
をまとめ自治体に参考資料 として送付 した。 この時期,協 定に対する国の新 たな態度表明があ
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み,各 地でそれらの排水による地下水等の汚染を心配 した住民 との対立が生 じ,そ うした施設
との協定の締結 もみ られたことと関連す る。 ゴルフ場やハイテク企業 による汚染 については,
既存の公害 ・環境法の枠組みでは充分な対策がとれない中で,地 域の環境 を保全 しようとする
自治体や住民 を国は遠回しではあるが後押 しした といえよう。9
結論 としては,国 の省庁は全体 として,協 定を容認 または肯定的に評価 してお り,その締結
を陽にまた暗に奨励 してきたといえる。国が容認することはほとん どの自治体にとって公害防
止協定の締結 の必要条件であった と考 えられ,ま た国による肯定的な評価や事実上の奨励 は,
締結 に対する大 きな誘因になったと考えられる。
公害防止協定 は法体系の外に地方 自治体が創造 した ものであるが,70年代以後はその存在
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